
熊野署管内の労働災害発生状況

～令和７年及び令和８年(６月末)～
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令和７年 熊野署管内
労働災害発生状況（確定）
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数(人) 率(％) 数(人) 率(％)

1 95 93 -1人 -100.0% -2人 -2.1%

21 19 -2人 -9.5%

1 +1人

6 6 ±0人 ±0.0%
建 3 +3人
設 5 3 -2人 -40.0%
業 3 4 +1人 +33.3%

14 16 +2人 +14.3%

2 3 +1人 +50.0%

1 20 23 -1人 -100.0% +3人 +15.0%

38 31 -7人 -18.4%

令和6年

第三次産業

第一次産業

運輸交通業

鉱業

製造業

木 造 家 屋 建 築 工 事

上 記 以 外 の 建 築 工 事

そ の 他 の 建 設 業

小 計

土 木 工 事

死傷
死亡 死傷

合 計

業    種

令和7年 増    減

死亡 死傷 死亡



令和７年建設業の死亡災害（三重労働局内）
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災害発生状況
年代
性別

発生月日番号

木造建物解体工事現場において、車両系解体用機械を用いて解体作
業中、建物の一部が崩れ、補助作業を行っていた作業者に激突した。
→解体作業に関する作業計画の策定、同計画に基づく作業を行う必要がある

20代4月１

伐倒木の枝払い作業中、同僚が伐倒した木が、作業者に激突した。
→合図の周知、退避の確認、立入禁止等を徹底する必要がある

70代6月２

ドラグショベルが乗っていた地山が崩壊しため、ドラグショベルが転落
し、下部で作業していた被災者に激突した。
→事前の調査結果に基づく作業計画の策定、路肩の崩壊防止措置、
幅員の確保、不動沈下の防止措置等を行う必要がある

20代8月３

建物解体工事現場において、掘削した穴の中で基礎杭撤去に係る作
業中、土砂が崩壊した。
→事前の調査結果に基づき、土留め支保工の設置等を行う必要がある

60代12月４



令和７年 建設業
事故の型別労働災害発生状況

墜落・転落, 7, 
43.8%

飛来・落下, 1, 6.3%

切れ・こすれ, 3, 18.8%

動作の反動・無理な動

作, 1, 6.3%

はさまれ・巻き込ま

れ, 2, 12.5%

激突され, 1, 6.3% 交通事

故, 1, 
6.3%

• 「墜落・転落」が最も多く、建設業における労働災害全体の約半数を占める。
• 次いで、「切れ・こすれ」が2割、 「はさまれ・巻き込まれ」が1割程度。
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令和８年 熊野署管内
労働災害発生状況（６月末）
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数(人) 率(％) 数(人) 率(％)

43 37 -6人 -14.0%

8 5 -3人 -37.5%

1 -1人 -100.0%

1 2 +1人 +100.0%
建 1 -1人 -100.0%
設 2 1 -1人 -50.0%
業 2 1 -1人 -50.0%

6 4 -2人 -33.3%

2 3 +1人 +50.0%

9 8 -1人 -11.1%

17 17 ±0人 ±0.0%第二次産業

死傷
死亡 死傷

合 計

業    種

令和8年
（令和8年6月末）

増    減

死亡 死傷 死亡

土 木 工 事

鉱業

木 造 家 屋 建 築 工 事

上 記 以 外 の 建 築 工 事

そ の 他 の 建 設 業

小 計

運輸交通業

第一次産業

令和7年
（令和7年6月末）

製造業



令和８年建設業の死亡災害（三重労働局内）
6

略図災害発生状況
年代
性別

発生
月日

番号

立木の剪定作業のため、高所作
業車のバケットにて運転操作中、
近接する電線に触れて感電した。
→防護管の設置（電気会社に依
頼）等の感電防止措置を講じる必
要がある

40代

男性

1月

1

不整地運搬車でパイロット道路を
後進中、路肩から転落し、運転席
から投げ出され不整地運搬車の
エンジン部分と地面との間に挟ま
れた。
→幅員の確保や誘導員の配置が
必要である

70代

男性
3月
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令和８年６月末比較 建設業
事故の型別労働災害発生状況

• 昨年、今年とも「墜落・転落」が多く、全体の約４～５割を占めている。

墜落・転落, 
2, 40%

切れ・こす

れ, 1, 20%

はさまれ・巻

き込まれ, 1, 
20%

動作の反

動・無理な

動作, 1, 
20%

令和７年６月末

墜落・転落, 2, 
50%

転倒, 1, 
25%

交通事故

（道路）, 1, 
25%

令和８年６月末
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